
ドミニカ共和国
サバナ・イェグァ・ダム上流域の

持続的流域管理計画
終了時評価調査報告書

独立行政法人国際協力機構
地球環境部

平成21年8月

（2009年）





 
序     文 

 
日本国政府は、ドミニカ共和国政府からの技術協力の要請を受け、平成 18 年（2006 年）4

月から同国において、ドミニカ共和国環境・自然資源省およびスール・フツーロ財団の関係

職員を対象に、流域管理に関する技術力とプロジェクトを運営するための能力の向上を目的

とする「サバナ・イェグァ・ダム上流域の持続的流域管理計画」を開始しました。 
国際協力機構は、3 年間の協力期間の終了を前に、本プロジェクトの実績の把握および評価

を行い、今後両国が取るべき措置を両国政府に提言することを目的として、平成 20 年（2008
年 11 月 2 日から同年 11 月 23 日まで当機構 地球環境部森林・自然環境グループ長 小川登

志夫を団長とする終了時評価調査団を派遣しました。 
調査団は、ドミニカ共和国側メンバーと合同評価調査チームを構成し、本プロジェクト投

入実績や活動実績、活動の達成度を確認し、ドミニカ共和国政府関係者との協議及びプロジ

ェクト・サイトでの現地調査実施を通してプロジェクトの運営や事業内容等に対して必要な

提言を行いました。 
本報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の友好・

親善の一層の発展に寄与することを期待します。 
最後に、この調査にご協力とご支援をいただいた団員各氏、関係者の皆様に対し、心から感

謝の意を表します。 
 
平成 21 年 8 月 
 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部部長 中川 聞夫 
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第 1 回合同評価委員会 FSF における植林用苗木生産（マホガニ）

FSF における苗木調査（右から小川団長、

増井チーフアドバイザー、苗木/植林担当

 
Naranjos 村落におけるヒアリング 

 
 

   
 
アグロフォレストリー及び斜面に     
 

アグロフォレストリーのデモンストレー

ションファームにおけるアボガド栽培（La 
Meseta 村落） 

焼畑耕作、放牧等により消失した森林 



   
 
 

   

スール・フツーロ財団 
パドレ・ラス・カサス支所 

パドレ・ラス・カサス支所での   
C/P との協議 

 
 
スール・フツーロ財団本部 
（サントドミンゴ市内） 

第 3 回合同評価委員会後 

   
合同調整委員会における増井チーフに

よるプロジェクト活動報告 
ミニッツ署名（前列右からスール・フツ

ーロ財団 Constanza 局長、環境・自然資

源省 Bernabe 次官、JICA 小川団長、経済

企画開発省 America 次官） 



略 語 表 

 

CD Capacity Development 
キャパシティ・ディベロップメン

ト 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

FSF Sur Futuro Foundation スール・フツーロ財団 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PCM 
Project Cycle Management 

プロジェクト・サイクル・マネジ

メント 

PDM 
Project Design Matrix 

プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PLC Padre Las Casas パドレ・ラス・カサス（地名） 

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SD Santo Domingo サント・ドミンゴ（地名） 

SEEPyD Secretariat of State of Economy, Planning 
and Development 

ドミニカ共和国経済企画開発省 

SEMARENA Ministry of State of Environment and 
Natural resources 

ドミニカ共和国環境・自然資源省

 



 



終了時評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ドミニカ共和国 案件名：サバナ・イェグァ・ダム上流域の持

続的流域管理計画 

分野：自然環境保全 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 森林・自然環境保全

第 2 課 
協力金額（評価時点）：約 2.5 億円 

2006 年 4 月 28 日～2009 年 3 月 31 日 
(R/D): 2005 年 11 月 30 日 

先方関係機関：環境・自然資源省、スール・

フツーロ財団 

(F/U) : Ｎ/Ａ 日本側協力機関：農林水産省林野庁 

 
協力

期 
間 (E/N)（無償） Ｎ/Ａ 他の関連協力：なし 

１-１ 協力の背景と概要 
ドミニカ共和国の森林率は、1940 年頃の約 70％から、1998 年には 28％まで低下した。

その理由は、山間地農民の焼畑耕作、商業伐採、山火事及びハリケーン被害等とされてい

る。「ド」国の南西部の水瓶として非常に重要な役割を担っているサバナ・イェグァ・ダ

ム上流域に関しても例外でなく、貧困層の地域住民による傾斜地の無秩序な焼畑農業や山

火事被害によりほとんどの森林が消失しており、「ド」国において最も荒廃が激しい地域

の一つである。毎年周辺流域の水源涵養機能は低下してきており、さらに大雨やハリケー

ンにより土壌は流出し、ダムの貯水量の 30％以上は土壌が堆積しており、下流域への用水

供給及び洪水緩和といった重要な役割を果たすことが難しい状況にある。 
このような状況のもと、2000 年 11 月から約 2 年間、我が国は上述の流域を対象に、開発

調査「サバナ・イェグァ・ダム上流域流域管理計画」を実施し、荒廃した流域における森

林管理、アグロフォレストリー、村落開発、土壌保全、コミュニティーでの組織強化等を

コンポーネントするマスタープラン（15 年間）を策定した。また、右プランの確実な実施

のためには、プランを監理･指揮する環境・自然資源省（以下、SEMARENA）およびプラ

ンの実施機関であるスール・フツーロ財団（以下、FSF）の職員の能力強化が必要であるこ

とから、ドミニカ共和国の要請を受け 2006 年 4 月より本技術協力プロジェクトが開始され

た。その後、ＪＩＣＡは 2007 年 7 月に運営指導調査を派遣し、プロジェクト活動の進捗を

踏まえ、ＰＤＭ指標の修正・確定に係る協議を行い、ＰＤＭVer2.を合意した。 
今回、プロジェクト終了を 4 ヶ月後に控え、ＪＩＣＡは協力活動全般の達成状況の把握

と評価を実施するため 2009 年 11 月に終了時評価調査団を派遣した。 
 
１-２協力内容 
サバナ・イェグァ・ダム上流域における、流域管理マスタープランの効果的な実施のため

の、技術移転および SEMARENA および FSF 職員の能力強化を通じて、アグロフォレスト

リー・灌漑農業・造林・苗木生産・森林管理活動の導入を支援する。 
（１）上位目標 
スール・フツーロ財団及び環境･自然資源省の関係職員から技術指導を受けた地域住民が、

その技術を実践することにより、プロジェクト対象地域の森林資源が適切に管理される。
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（２）プロジェクト目標 
スール・フツーロ財団及び環境･自然資源省の関係職員の流域管理に関する技術力とプロ

ジェクトを運営するための能力が向上する。 
（３）アウトプット 

1. 対象村落の自然環境や社会経済状況に関する情報が整理される。  
2. 対象地域において、森林保全に対する意識を向上させるためのアグロフォレストリー

及び簡易灌漑農業が適切に導入される。  
3. 対象住民のニーズを把握し、各村落毎の造林年次計画に沿った活動、評価が出来るよ

うになる。  
4. 対象地域において森林火災の予防・消火体制が強化される。 

（４）投入（評価時点） 
日本側：総投入額 ●●億円 
専門家派遣     6 名〔46.89Ｍ/Ｍ（人・月）〕  機材供与 8,758 千円 
ローカルコスト負担 69,820 千円（機材供与費を含む） 
研修員受入     8 名（第 3 国研修除く）   

相手国側： 
カウンターパート配置 9 名    土地・施設提供   1,095 千 ＲＤ＄（3,329 千

円）  
ローカルコスト負担   3,250 千 ＲＤ＄（9,882 千円）  
 
 

２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名/職位） 
(1) 団長/総括；小川 登志夫/JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ長兼次長

(2) 協力企画 ；南雲 孝雄/JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ  
森林・自然環境保全第 2 課 職員 

(3) 評価分析 ；櫃田 木世子/株式会社 日本開発サービス 調査部 主任研究

員 

調査期間  2008 年 11 月 2 日〜2008 年 11 月 23 日 評価種類：終了時評価 
３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 
（１）アウトプット 
・アウトプット１；対象村落における自然環境や社会経済状況に関する報告書が作成され

るという，成果 1 の指標は終了時評価時点までに完全に達成された。 
・アウトプット２；本成果を構成する各活動は大方予定通り進捗しているものの、外部要

件のハリケーンによる事業の遅れを原因として、プロジェクト終了までに灌漑農業にお

ける充分な営農指導を実施するには至らないため、本アウトプットの一部である「簡易

灌漑農業の適切な実行が FSF の技術者により導入される」ことは困難である。 
・アウトプット３；指標 3-1（造林計画に基づき造林が 110ha 以上実施される）に関しては
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当初設定した目標には達しなかったが，植林需要に応える SEMARENA および FSF の苗

木生産システムは確立されており、今後も継続的に実施されていく見込みである。 
・アウトプット４；4-1 （住民による消防団が 4 以上結成される）、4-2（森林火災の発生

件数が、1 年目 
に対して 40％以上減少す）。全ての指標が達成された。 

（２）プロジェクト目標 
 本プロジェクトは終了時点で灌漑農業関連部分（アウトプット２の一部）を除き、ほぼ

プロジェクト目標を達成するものと考えられる。しかし、本プロジェクトで導入した簡易

灌漑システムが地域の森林保全に寄与するかは、これら営農指導の成否に大きく委ねられ

ており、プロジェクト目標達成への大きな課題となっている。 
（３）上位目標 
植林面積だけで見ると、2006 年から 2008 年にかけてプロジェクトおよび FSF が他のドナ

ーで対象地域に植林した面積 68ha(1,081タレア)は既に森林面積 3.6%増に寄与したことにな

る。今後、FSF および SEMARENA によって植林地の維持管理を行うとともに、既存の森林

の現状（増減）を確認する必要がある。 
 

３-２ 評価結果の要約 
（１）妥当性；プロジェクトの妥当性は極めて高いと判断される。 
 焼畑や度重なるハリケーンによる被害で荒廃の進むサバナ・イェグァ・ダム上流域の持

続的流域管理は国家優先事項であり、その一部を担う本プロジェクトは、ドミニカ共和国

の森林政策の長期的展望や戦略を体現したプロジェクトといえる。さらに，森林回復は「環

境保全」、貧困削減対策は「人間の安全保障」の視点から、日本の援助方針とも整合して

いる。 
 また、対象村落の選定において、4 村落での簡易灌漑施設の導入では、3 村落で既に導入

され、残り 1 村落でも現在導入中の施設が終了見込みであるなどから、対象村落判定基準

は妥当であった。 
（２）有効性；一部を除き、プロジェクトは概ね有効であると判断される。 
本プロジェクトはアウトプット産出のための活動と，それにより達成されたアウトプッ

トにより一部を除きプロジェクト目標をほぼ達成した。しかしながら、度重なるハリケー

ンの影響（外部条件）で特に簡易灌漑事業が遅延したため、C/P および住民にとっても経験

の少ない乾季の灌漑営農指導（マーケティングを含む）が充分できなくなったことから、

アウトプット２の発現に遅れをもたらし、それがプロジェクトの目標達成を阻害する要因

となった。 
（３）効率性；一部を除き、プロジェクトは概ね効率的に実施されている。 
日本側の投入は、量、質、あるいは派遣のタイミングに関しては、専門家の常駐を望む

意見もあったが概ね適切と判断される。しかし、簡易灌漑については当初想定していたロ

ーカル NGO の活用が FSF の意向により出来なくなったことと、充分な C/P の配置がなされ

なかったことにより、灌漑担当専門家活動の効率性が低下した。 
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（４）インパクト；正のインパクトと負のインパクトの両方が予測される。 
プロジェクト活動は他の支援組織の関心も呼び，副次効果として、森林消防隊のプロジ

ェクト対象地域以外での結成に加え、FSF は既に新たなアグロフォレストリーデモファーム

の設置や簡易灌漑の導入および土壌保全研修所の改修といった関連支援取り付けを実現し

流域内での事業の拡大を図っている。また、プロジェクトによる灌漑工事を目の当たりに

して，個人で灌漑敷設を試みる農民も現れている。一方、外部条件である自然災害以外に、

上位目標の達成を阻害しうる要因として、簡易灌漑適地の農民は限られることから，同一

村落や周辺地域で受益者に対する不満が懸念される。 
（５）自立発展性；自立発展性はきわめて高く、FSF による住民への技術支援は継続され

る見込みである。 
・政治・行政面 

SEMARENA は国家植林計画（the Plan Nacional Quisqueya Verde）の発案者であり，今後

植林を全国的に、特にプロジェクト対象地域で強力に推し進めていく意向を表明している。

・財務的側面 
本プロジェクトでは、FSF が簡易灌漑事業を持続的に展開できるように、プロジェクトで

投入した灌漑の資材費相当分を受益メンバーが財団に返済することによって、新たな事業

資金を確保するリボルビングの仕組みを導入した。財団はこれまでも独自にマイクロクレ

ジット事業を実施しており、資金の継続的な管理、運用面に於いても信頼性、安定性は高

い。 
・組織的側面 

FSF は環境・自然資源省や農業省との強い繋がりを持ち，これらの省から必要に応じて技

術者の出向を得ている。そのため，省庁との連携活動もよく調整され問題なく行うことが

できる。 
・技術的側面 

FSF のプロジェクトの多くはサバナ・イェグァ・ダム上流域の持続的流域管理と関連性が

あり、C/P は様々なプロジェクト任務の兼任により，当プロジェクトで習得した能力を活用

するとともに、更に業務の中でその能力を高めていくと見込まれる。ただし、市場戦略を

踏まえた乾季の灌漑営農技術については経験が乏しいことから、自立発展性を確実なもの

とするためには更なる支援が必要である。 
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 
本案件の上位目標達成に必要な植林は、地域住民によってそれだけではインセンティブ

になりにくく、本プロジェクトにおいては、対象４村落に簡易灌漑施設を作り，住民の生

計向上に資する見返りとして、焼畑をやめ、灌漑面積の 3 倍の植林を住民に求めるという

手法をとった。また財団が簡易灌漑事業を持続的に展開できるように、プロジェクトで投

入した灌漑の資材費相当分を受益メンバーが財団に返済することによって、新たな事業資

金を確保する「リボルビングファンド」の仕組みを導入した。住民の間で灌漑敷設への要

求は非常に高いため、 本手法を採用したアプローチは適切であり、貢献要因と言える。 
（２）実施プロセスに関すること 
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プロジェクト前半においては，専門家とドミニカ共和国側とのコミュニケーションと連

携が不十分であり活動が効率的に行われない面があったが、2 年目から週例会議の実施等、

両国側の運営改善にかかわる努力で状況は大幅に改善された。 
 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 
特になし 

（２）実施プロセスに関すること 
ＦＳＦの事情で特に灌漑農業分野の C/P が交代あるいは一時期不在となったり、また灌

漑施設の設置に関し、当初想定していたローカル NGO の活用が FSF の意向により出来なく

なったこととが原因で、灌漑農業に係る技術指導が効果的に実施できなかった。さらに、

度重なるハリケーンの影響（外部条件）で特に簡易灌漑事業が遅延したため、C/P および住

民にとっても経験の少ない乾季の灌漑営農指導（マーケティングを含む）が充分できなく

なったことから、アウトプット２の発現に遅れをもたらし、それがプロジェクトの目標達

成を阻害する要因となった。 

３-５ 結論 
本プロジェクトは、国家レベルの政策および日本のＯＤＡ政策、対象地域のニーズの観

点から妥当性が極めて高い。しかし、度重なるハリケーンの影響（外部条件）で特に簡易

灌漑事業が遅延したため、C/P および住民にとっても経験の少ない乾季の灌漑営農指導

（マーケティングを含む）が充分できなくなったことから、アウトプット２の発現に遅れ

をもたらし、それがプロジェクトの目標達成を阻害する要因となった。簡易灌漑システム

の森林保全への寄与は、営農指導の成否に大きく委ねられており、プロジェクト目標達成

への大きな課題となっている。灌漑営農技術に必要な技術移転は、今後 2 回程度の乾季（12
～翌年 4 月頃）の活動により完了すると想定されることから、1 年の協力延長を行うこと

で、本プロジェクト目標が達成されると見込まれる。 
またすでに FSF が流域内でプロジェクトの経験を生かした新たな活動を展開し始めた

り、住民の環境保全に対する意識が向上する等、正のインパクトが発現している。さらに

環境・自然資源省及び FSF の自立発展性については、政策面、財政面、技術面において

確保されており、FSF が技術職員の増員に更に努めるのであれば、自立発展性は極めて高

いと考える。 
 

 
３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
(1) 簡易灌漑農業の実施 

FSF は簡易灌漑施設を導入した 4 村落において、灌漑の維持管理能力強化および市場戦

略を含めた灌漑営農技術習得のため、乾季における簡易灌漑農業を実施すること。このた

めに、アウトプット 2 の当該部分の活動について 1 年間の延長を行い、この間の乾季 2
回の灌漑営農指導を通じて C/P の能力を強化すること。 
(2) 人員の増員 
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FSF は C/P、特に基礎的技能を有した簡易灌漑農業分野の職員を速やかに増員すること。

(3) リボルビングファンド 
FSF は本資金を計画的、効果的に運用するため、プロジェクト終了までに今後 10 年間

のリボルビングファンド回収計画と回収資金による新たな簡易灌漑事業の実施計画案を

策定し、FSF と JICA 事務所の間で、「リボルビング資金の活用に関する覚書」を取り交

わすこと。そして覚書に基づき、適切な資金回収と灌漑事業への再投資を継続的に行うこ

と。 
(4) アグロフォレストリー 

ＦＳＦはアグロフォレストリーの展開において、特に土壌浸食を防止させる手法をより

積極的に取り入れること。またアグロフォレストリーが定着し、より多くの農民に裨益す

るように、デモファームの拡大に加え、普及啓発の方法を検討すること。 
(5) 更なる予算と人員の確保を目指した他機関との連携 

FSF は流域におけるプロジェクトの活動を展開するために、更なる予算と人員の確保に

努めること。そのためには既に実施しているように、他ドナーやＧＥＦ等の国際機関、ケ

ロッグ財団等の民間企業、ローカルＮＧＯ等の他の関係機関からの支援取り付けや連携を

強化するとともに、各事業が流域全体の保全のために、効果的、有機的に結びつくように

配慮すること。 
 
３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、

実施、運営管理に参考となる事柄） 
(1) プロジェクト目標と活動の関連性の強化 

プロジェクト目標が C/P の流域管理に関するキャパシティディベロップメントであり、

そのためのツールとしてアグロフォレストリーや簡易灌漑農業が導入され、さらにそれを

インセンティブとして植林や森林火災防止活動を行った。キャパシティディベロップメン

トは OJT を中心に行ない、概ね目標値に近い達成度であったが、各専門技術の習得には

講義形式の理論に関する研修がより多く行われていればより効率的だったのではないか

と思われる。 
 
(2) インセンティブ事業の手段としての適切性 
対象村落において、住民の主体性を引き出しながら簡易灌漑農業やアグロフォレストリ

ーの導入をインセンティブとして植林活動や焼畑放棄を合意形成するアプローチは、地域

住民による自然資源管理の具体的な手法として効果的な戦略である。 
 
(3) 国際協力プロジェクトでのコミュニケーションと相互理解の重要性 

C/P 側と日本人専門家側で、構想、進め方、灌漑やアグロフォレストリーの規模、実施

方法等、多くの面で意見の相違があった。特に、立ち上げ時には C/P と十分協議し実態調

査を行い共通認識の上に基本構想を固めることが重要である。 
 
(4) 参加型プロジェクトにおける合意形成、オーナーシップの重要性 
合意形成はされていても、住民から様々な要求が出されたり、参加住民が少なかったこ
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とが見受けられた。これは、住民との合意形成、参加意識、オーナーシップが醸成されて

いなかったことが原因で、それらに時間をより注ぐ必要があったためである。また、意識

の醸成は、多くの投入をしたからと言って得られるものでもなく、ある程度の時間が必要

である。従って、プロジェクトスケジュールには柔軟性があることが望ましい。 
 
(5) 適切な物質的援助の重要性 
村落住民を対象とした他のプロジェクトにおいて、過剰な物質的援助を行った結果、住

民の多くは援助慣れをしていたが、適正な物質的援助を行った本プロジェクトを通じ、対

象住民の主体性が醸成された。以上の経験より、住民に対する過剰な物質的援助は自立発

展性に負の影響を及ぼすと言え、プロジェクトデザインの段階では住民自身が自らの問題

に気づき、問題を解決する能力の向上を視野に入れつつ、また発展の方向性やそのための

プロセスを考えることが重要である。 
以上 
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Summary 
 

I. Outline of the Project 

Country：Dominican Republic Project title：The sustainable watershed management project in the 
upper area of the Sabana yegua Dam in the Dominican Republic 

Issue/Sector：Environment Cooperation scheme：Technical Cooperation Project 

Division in charge：Global Environment 
Dep.     
 Forestry and Nature Conservation Division 
2 

Total cost：79,702(thousand) yen 
Share of Japan’s Contribution: 88 % 

(R/D): 
28/4/2006～31/3//2009 
(Three years) 

Partner Country’s Implementing Organization： 
Secretariat of State of Environment and Natural Resources 
(SEMARENA),  Sur Futuro Foundation(FSF) 

 
Period of 
Cooperat
ion (Extension): 

1/4/2009-31/3/2010 (one year) 
Supporting Organization in Japan： 
Forestry Agency, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

Related Cooperation Project： N/A 

１ Background of the Project 

In the 1940’s, some 70% of the national land of the Dominican Republic was covered by forests. According to 

the Forest Resource Survey by the SEMARENA, the forest coverage had dropped to as low as 14% during the 

1980s, and 28% in 1997, due to commercial felling, development of ranches and farmland and forest fires, 

although it slightly recovered to 32% in 2003. Also in the upper area of the Sabana Yegua Dam, steep slopes have 

been converted to farmland by poor farmers. The resulting progress of soil erosion has been causing the severe 

deposition of sediment in the dam. The participatory watershed management project aimed at stopping watershed 

devastation because of poverty and facilitating forest restoration and soil conservation compatible with the local 

as well as national needs. Under such condition, the technical cooperation project, the Sustainable Watershed 

Management Project in the Upper Area of the Sabana Yegua Dam (hereinafter referred to as ‘the Project’), has 

been implemented since April 2006, based on the R/D including the Project Master Plan. In July 2007, JICA’s 

Consultation Study Team reviewed the achievement of the project activities and made a recommendation on 

revision of PDM, then the revised PDM (Annex 1, hereinafter referred to as ‘PDM Version 2’) was finally agreed 

with definitions of terms and indicators in the PDM and Terms of References (hereinafter referred to as ‘TOR’) 

of each organizations in July 2007. 

Four (4) months prior to the Project completion, the Joint Evaluation Team (hereinafter referred to as “the 

Team”) was formed for this Terminal evaluation. 

２ Project Overview  
(1) Overall Goal  

The forest resources in the Project Area will be handled suitably by the villagers using techniques they 
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assimilate through the technical support provided by the staff of FSF and SEMARENA. 
 

(2) Project Purpose 
The staff of FSF and SEMARENA will improve their technical capacity in Watershed Management and 

administrative capacity in project management. 
(3) Outputs 
1. Environmental, natural resource, and socio-economic baseline data of the Project Area will be organized. 
2. Agroforestry and handy irrigation agriculture will be introduced suitably by the staff of FSF and SEMARENA 
with a view to enhancing their awareness of forest conservation issues in general according to the Agroforestry 
and Handy irrigation agriculture Annual Plan formulated in the Project. 
3. It will be possible for the staff of FSF and SEMARENA to formulate a reforestation plan that addresses the 
needs of the villagers and to carry out activities and evaluation. 
4. The system for forest fire prevention and control in the Project Area will be strengthened. 
(4) Inputs (as of November 2008) 
-Japanese side：( Total 69,820 (thousand) Yen) (Except for wages and travel expense for JICA experts) 
  Expert ;46.89 man-months of experts      Equipment*; 8,758 thousand Yen 
  Local cost **; 69,820 thousand Yen          Trainees received ; 8 participants    
    (* Not including irrigation-related cost) 

 (** ‘Local cost’ includes Equipment cost.) 
-Dominican Republic‘s Side：( Total 9,882 (thousand) Yen) 
  Counterpart ; 9 counterpart personnel   
  Land and Facilities(including office equipment); 1,094,633 RD$  (3,329 thousand Yen)    

Local Cost*** ; 3,249,663 RD$  (9,882 thousand Yen) 
(* **Local cost includes facilities and their maintenance cost.) 

 II. Evaluation Team 

Members 
of 
Evaluation 
Team 

1. Toshio OGAWA (Leader), Deputy Director General, Forestry and Nature Conservation Group, 

Global Environment Department, JICA 

2. Takao NAGUMO (Planning and Evaluation), Program Officer, Forestry and Nature Conservation 

Team 2, Global Environment Department, JICA 

3. Kiyoko HITSUDA (Evaluation Analysis), Consultant, Japan Development Service Inc. 

Period of Evaluation; 2/11/2008~ 23/11/2008 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 
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III. Results of Evaluation 
１ Project Performance 
(1) Outputs 

-The indicator for Output 1 is completely achieved at the time of terminal evaluation.  

-It will be difficult to meet the planned output of “the suitable introduction of handy irrigation agriculture by staff 

of the FSF” which forms part of Output 2 and the full achievement of this output is not assured. Because of the 

project delay due to hurricanes, however, sufficient guidance on farming associated with irrigation will not have 

been provided by the time of project completion. 

-As for Output 3, although the planted area fell short of the indicator level as mentioned in the achievement result 
of Indicator 2-1, the reforestation system has been firmly established at the FSF and SEMARENA with a reliable 
prospect of its continuation in the coming years. 
-The Project achieved all indicators of Output 4. 
(2) Project Purpose 

The Project purpose will have been successfully completed when it ends except the part relating to irrigated 
farming. However, whether or not the handy irrigation system introduced under the Project will actually 
contribute to forest conservation significantly depends on the outcome of irrigated farming. Therefore, the 
successful development of irrigated farming poses a major challenge to achieve the project purpose. 
(3) Overall Goals 

It is likely that the Overall goal will be successfully achieved. The villagers in the Project Area have been 

highly recognized the importance of reforestation, and newly assigned Minister of the SEMARENA designated 

reforestation activities as a Priority Issue providing solid preparation including budget required. As the FSF is 

operating reforestation throughout the entire upper area of the Sabana Yegua Dam with the assistance of other 

donors.  

 
２ Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The Project can be described as a project which embodies a long-term perspective and strategy for forest 

policies in the Dominican Republic. Moreover, the forest restoration and poverty reduction measures conform to 

Japan’s aid policy from the viewpoint of “environmental conservation” for the former and “human security” for 

the latter. Furthermore, the Project is compatible with the environmental and development policies of the 

recipient country. 

(2) Effectiveness 

The intended outputs of the Project have been virtually achieved as the activities designed to produce certain 

outputs have actually produced the intended outputs except in a few cases. At the time of terminal evaluation, 

C/Ps can do the activities by themselves or with little support by Japanese experts, and the level of satisfaction 

among local residents with the services offered by the FSF and the SEMARENA has increased. However, the 
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effectiveness of the Project has been somewhat reduced because of the insufficient time devoted to the Project by 

the C/Ps from the FSF, and damage from hurricanes (Important Assumption). 

(3) Efficiency 

The Japanese inputs have generally been adequate in terms of the quantity, quality and timing. The C/Ps have 

a very high level of basic capacity. Their specialist fields are appropriate as they correspond to those of the 

Japanese experts except in the field of handy irrigation. However, the efficiency of the expert has been lower than 

expected in regard to handy irrigation, partly because of the insufficient assignment of the C/P and partly because 

of the withdrawal of the original plan to use a local NGO to honour the intention of the FSF. The intended outputs 

would have been more efficiently achieved if the above mentioned shortcomings did not exist. 

(4) Impact 

The villagers participating in the handy irrigation agriculture project or the agroforestry project have 

completely abandoned slash and burn agriculture. The motivation of farmers to conserve forests and to plant 

trees has been strongly enhanced through activities, including a painting contest for local primary school pupils, 

designed to raise their awareness of the need for reforestation and forest fire prevention. There is a good 

prospect of achieving the overall goal provided that no large unpredictable disaster due to a hurricane or 

something else strikes the area. 

(5) Sustainability 

As described below, the sustainability of the Project is quite high and the FSF is expected to continue to 

provide technical support for local residents. 

- Political/administrative aspect 

The newly appointed Minister for the SEMARENA is the original proposer of the National Reforestation Plan 

(Plan Quisqueya Verde) and he has expressed his intention of energetically promoting reforestation in the 

coming years, especially in the Project Area. 

- Financial Aspect 

The mechanism of a revolving fund has been introduced under the Project so that the FSF can continually 

implement the handy irrigation project. As the FSF has already implemented its own micro-credit project, its 

reliability and stability in terms of continual fund management are very good. 

- Organizational Aspect 

The FSF has a strong relationship with the SEMARENA, and it is highly plausible that the skills transferred 

under the Project will be firmly rooted and efficiently used by the FSF although an increase of the technical 

staff needed will be required for project extension. 

- Technical aspect 

The C/Ps for the Project have a high level of technical and project management capability because of their 

involvement in various projects and their capability is expected to constantly improve through their future work. 

Nevertheless, the technical staff of the FSF are not very familiar with the techniques of irrigated agriculture in 
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the dry season and further assistance will be required to ensure the sustainability of the Project. 

３．Factors promoting better sustainability and impact
(1) Factors concerning to Planning 

In terms of the revolving fund which was introduced to the Project, factors capable of facilitating 
sustainability are that a large profit will be produced by the irrigated agriculture to pay off loans from the 
revolving fund, and that handy irrigation agriculture will be introduced in other villages.
(2) Factors concerning to the Implementation Process 

During the early period of the Project, efficiency of various activities was low due to the insufficient 

communication and collaboration between C/Ps and Japanese Experts and poor C/P personnel deployment. In 

the second year of the Project, however, the efforts of both sides such as newly holding weekly meeting, etc. 

improved the situation. 

４．Factors inhibiting better sustainability and impact 
(1) Factors concerning to Planning 

Ｎ/Ａ
(2) Factors concerning to the Implementation Process  

The effectiveness of the Project has been somewhat reduced because of the insufficient time devoted to the 
Project by the FSF’s C/Ps due to their concurrent involvement in other projects and also because of the transfer 
and temporary absence of the C/P in charge of the construction of the handy irrigation facilities. 

５．Conclusion 

The Project is highly relevant in terms of consistency with the policy at national level in the Dominican 

Republic, with the Japanese ODA policy, and with the needs of the target area. The delay of the Project, 

particularly the handy irrigation agriculture project, due to hurricanes (Important Assumption) has made it 

difficult to provide sufficient guidance on irrigated farming (including marketing) in the dry season which 

constitutes an almost new farming practice for the C/Ps and villagers. Such insufficient guidance has delayed 

the achievement of Output 2, in turn hampering the achievement of the project purpose. In regard to impacts, 

positive impacts have already emerged. As the sustainability has been established in terms of policy, finance 

and technology, there is potential for an extremely high level of sustainability provided that the FSF continues 

to strengthen its technical staff. 

６．Recommendations 

(1) Implementation of handy irrigation agriculture 

The relevant activity under Output 2 will be extended for another one (1) year in order to strengthen the 

capacity of the C/P through its experience of irrigated farming in two dry seasons. For the continual 

development of irrigated farming, the maintenance of the facilities by members of the irrigation cooperatives 

will be essential. For this reason, the FSF must provide guidance for members of the cooperatives to enhance 
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their capacity to manage irrigation water, maintain irrigation facilities, manage finance, cultivate crops, raise 

funds and market agricultural products. After the termination of the Project, the FSF must provide guidance for 

members of the cooperatives to enhance their capacity to manage irrigation water, maintain irrigation facilities, 

manage finance, cultivate crops, raise funds and market agricultural products for the continual development of 

irrigated farming

(2) Increase of manpower 

It will be necessary for the FSF to swiftly increase the number of staff members equipped with basic skills 

relating to handy irrigation agriculture. 

(3) Revolving fund 

The FSF should formulate a revolving fund recovery plan and a plan to implement new handy irrigation 

projects for the next 10 years by the completion of the Project. A memorandum on the use of the revolving fund 

should be exchanged between the FSF and the JICA Office. The FSF should continually recover the funds in an 

adequate manner and should re-invest the recovered funds in the handy irrigation project in accordance with the 

memorandum on the use of the revolving fund concluded with the JICA. 

(4) Agroforestry

A soil erosion prevention method should be actively employed and ways to extend the practice and to 

educate farmers should be examined to facilitate the entrenchment of agroforestry to benefit many more farmers 

in addition to the expansion of the demonstration farms.  

(5) Reforestation 

While upholding the process of establishing a consensus for the reforestation project, active efforts should be 

made to secure reforestation sites involving large landowners to respond to the need for reforestation and to 

provide tending guidance at existing reforestation sites. 

(6) Collaboration with other organizations to secure sufficient budget and human resources 

To secure a sufficient budget and human resources, the FSF should intensity its efforts to ensure the 

assistance of and collaboration with other organizations, including donors, international aid organizations, 

private companies, local NGOs and the Dominican authorities concerned. 

７．Lessons Learned
(1) Strengthening the connection between the Project objective and activities 
(2) Methodology suitability 

(3) Importance of communication and mutual understanding in an international cooperation project 

(4) Importance of consensus and ownership sense in a participatory project 

(5) Importance of appropriate material assistance 

END
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第１章 終了時評価調査の概要 

 
1.1 プロジェクトの概要 
ドミニカ共和国の森林率は、1940 年頃の約 70％から、1998 年には 28％まで低下した。そ

の理由は、山間地農民の焼畑耕作、商業伐採（マホガニー、マツ等）、山火事及びハリケー

ン被害等とされている。ドミニカ共和国の南西部の水瓶として非常に重要な役割を担ってい

るサバナ・イェグァ・ダム上流域（16.6 万 ha）に関しても例外でなく、貧困層の地域住民に

よる傾斜地の無秩序な焼畑農業や山火事被害によりほとんどの森林が消失しており、ドミニ

カ共和国において最も荒廃が激しい地域の一つである。年々、周辺流域の水源涵養機能は低

下してきており、さらに大雨やハリケーンにより土壌は流出し、ダムの貯水量の 30％以上は

土壌が堆積しており、下流域への用水供給及び洪水緩和といった重要な役割を果たすことが

難しい状況にある。このような状況のもと、我が国は上述のサバナ・イェグァ・ダム上流域

（流域面積 16 万 6 千 ha）を対象に、開発調査「サバナ・イェグァ・ダム上流域流域管理計

画」（2000 年 11 月～2002 年 8 月）を実施し、荒廃した流域における森林管理、アグロフォ

レストリー、村落開発、土壌保全、コミュニティーでの組織強化等をコンポーネントするマ

スタープラン（15 年間）を策定した。 これを受けドミニカ共和国は、同計画を国家優先プ

ログラムと位置付け、計画の実施に向けて環境・自然資源省を監理･指揮機関とし、実施機関

としては大統領令により NGO であるスール・フツーロ財団に任命し（環境・自然資源省と

スール・フツーロ財団とは 15 年間の実施協定を締結）、限られた予算の中ではあるが同計画

の一部を実施している。しかし、同財団の現地スタッフ及びそれを監督する環境・自然資源

省職員の流域管理全般に関する技術力は十分でなく、モニタリング･評価を含む事業の実施体

制面においても能力強化の必要性があることから、我が国は 2006 年 4 月より 3 年間の技術協

力プロジェクトを実施している。 
 
終了時評価時点の上位目標、プロジェクト目標、アウトプットは以下のとおり。 

 上位目標 
スール・フツーロ財団及び環境･自然資源省の関係職員から技術指導を受けた地域住民

が、その技術を実践することにより、プロジェクト対象地域の森林資源が適切に管理

される。 
 

 プロジェクト目標 
スール・フツーロ財団及び環境･自然資源省の関係職員の流域管理に関する技術力とプ

ロジェクトを運営するための能力が向上する。 
 

 アウトプット 
1. 対象村落の自然環境や社会経済状況に関する情報が整理される。  
2. 対象地域において、森林保全に対する意識を向上させるためのアグロフォレストリ

ー及び簡易灌漑農業が適切に導入される。  
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3. 対象住民のニーズを把握し、各村落毎の造林年次計画に沿った活動、評価が出来る

ようになる。  
4. 対象地域において森林火災の予防・消火体制が強化される。 

 
1.2 終了時評価調査の目的 
 協力期間終了を 2009 年 3 月に控え、これまで実施してきた協力活動全般（プロジェクトの

実績、実施プロセス、運営管理状況等）について、計画に照らしその達成状況を整理・把握

する。その結果に基づき、JICA 事業評価ガイドラインに則り、評価 5 項目の観点からプロジ

ェクトの評価を行う。評価結果を踏まえ、協力期間終了までの活動方針、延長の必要性等を

検討するとともに、将来の類似プロジェクトの形成・実施に参考となる教訓・提言を得る。

以上の合意事項を協議議事録（ミニッツ）としてとりまとめ、署名・交換することを目的と

する。 
 
1.3 合同評価チームの構成 
1.3.1 日本側メンバー 
(1) 団長/総括  小川 登志夫  （独）国際協力機構（JICA） 地球環境部 次長 兼 

森林・自然環境グループ長 
(2) 協力企画   南雲 孝雄   （独）国際協力機構（JICA） 地球環境部  

森林・自然環境グループ 森林・自然環境保全第 2 課 職員 
(3) 評価分析   櫃田 木世子   株式会社 日本開発サービス 調査部 主任研究員 
 
1.3.2 ドミニカ共和国側メンバー 
(1) Ramón Díaz Beard (総括)  環境・自然資源省(SEMARENA) 森林資源次省 
技術コーディネーター 

(2) Alberto Roa        スール・フツーロ財団(FSF)本部 企画評価部長 
(3) Ramón Santana       スール・フツーロ財団(FSF)本部 技術コーディネーター 
(4) Pablo Herasme      経済企画開発省(SEEPyD) 国際協力次省 アジア地域協力技官 
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1.4 評価調査の日程 
 

No. 団長/総括 協力企画 評価分析
官・
宿泊

コンサルタ
ント

宿泊

1
11月2日 日 17:45 成田発(CO008)→

16:25 N.Y着

2

11月3日 月 07:10 N.Y発(CO743)→
12:00 SD着
(PM)財団、環境省（C/Pへの
評価方法の説明）、JICA事
務所

SD

3
11月4日 火 表敬、ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ（財団本部、

環境省）
SD

4
11月5日 水 (AM)SD→PLC

(PM)財団PLC表敬、ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ
PLC

5 11月6日 木 C/Pへのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ PLC

6

11月7日 金 専門家へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ、サイト
視察
(Naranjos,Periquito)、資
料整理

PLC

7
11月8日 土 専門家へのｲﾝﾀﾋﾞｭｰ、サイト

視察(DerrumbadoとLas
Lagunas)、資料整理

PLC

8
11月9日 日 書類作成、資料整理

PLC

書類作成、資料整理

10

11月11日 火 (AM)書類作成、資料整理

(PM)団内打合せ

11

11月12日 水 書類作成

12

11月13日 木 書類作成

13

11月14日 金

14 11月15日 土
15 11月16日 日

16
11月17日 月

17
11月18日 火

18
11月19日 水

15:55 SD発
(AA1582)→
19:00 J.F.K空
港着

SD

20

11月21日 金 11:10 ニュー
アーク発
(CO009)→

13:20 SD発
(CO751)→
16:30 N.Y着

13:20 SD発(CO751)→
16:30 N.Y着

21
11月22日 土 15:10 成田着 11:10 N.Y発

(CO009)→
11:10 N.Y発(CO009)→

22 11月23日 日 15:10 成田着 15:10 成田着

農民グループ視察(Naranjos、
Periquito)、C/P等によるプロ
ジェクト活動報告、意見交換

農民グループ視察
（Derrumbado,Las Lagunas）、
関係機関への意見聴取

合同評価委員会(3)＠財団本部

10:00-13:00合同調整委員会（JCC）＠Occidental de
Embajador

10：00-合同評価委員会(2)＠財団本部

9：00-合同評価メンバー間の打合せ＠財団PLC事務所
-現地視察のレビュー/レポート作成に係るポイントの整理、
作業スケジュール確認等
（午後）移動（PLC→SD）

月　日

15:00-16:00大使館報告
19

11月20日 木

SD評価レポート作成＠JICA事務所
評価レポート作成＠JICA事務所
(AM)評価レポートの作成＠JICA事務所
(PM)専門家との打合せ＠JICA事務所

PLC

9:00-財団本部・環境省表敬、合
同評価委員会(1)＠財団本部-評
価のあり方、進め方、今後のス
ケジュール確認等
(PM)移動（SD→PLC）
専門家との打合せ等,団内打合せ

15:30専門家との打ち合わせ
17:00JICA事務所

07:10 N.Y発(CO743)→
12:00 SD着

PLC

PLC

PLC

17:45 成田発(CO008)→
16:25 N.Y着

SD9

11月10日 月

SD

SD

SD

SD

SD

SD
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1.5 主要面会者 
調査期間中に面会した主要メンバーは以下のとおり。 
 

1.5.1 ドミニカ共和国側 
(1)環境・自然資源省(SEMARENA) 森林資源次省 

a) Bernabe Manon Rossi   次官 
b) Ramón Díaz Beard     技術コーディネーター 
c) Teresa Disla       森林情報センター職員 
d) Carlos Silié       企画・開発部 プロジェクト分析官  
e) Sol Teresa Paredes     企画部技官 

(2)カウンターパート/環境・自然資源省(SEMARENA) 森林資源次省 パドレ・ラス・カサス

事務所 
a) Obispo Valdez Montero   森林地域担当官 

(3) スール・フツーロ財団(FSF) 本部 
a) Melba Segura De Grullón  理事長 
b) Constanza Casanova    局長 
c) Alberto Roa        企画評価部長 
d) Ramón Santana       自然資源部長 

(4) カウンターパート/スール・フツーロ財団(FSF) パドレ・ラス・カサス事務所 
a) Luis Pina         事務所長/プロジェクト・コーディネーター 
b) Jorge De Los Santos    造林技術者 
c) Milton Batista      造林技術者 
d) Rafael Anibal Montilla Pimentel  灌漑技術者 
e) Roberto De La Cruz De Los Santos  地区担当技術者 
f) Yeison Felix            地区担当技術者 
g) Eddy Manuel Del Jesus Matos     社会プロモーター 
h) Manuel Rosado            社会プロモーター 

(5) 経済企画開発省(SEEPyD) 国際協力次省 
a) America Bastidas          次官 
b) Pablo Herasme            アジア地域協力技官 

 
1.5.2 日本側 
(1) 在ドミニカ共和国日本大使館 
  四宮 信隆             特命全権大使 
  畠田 繁実             二等書記官 
(2) JICA ドミニカ共和国事務所 
  池城 直              所長 
  篠山 和良             次長 
  Huascar Pena                 ナショナルスタッフ 
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(3) 専門家チーム 
  増井 博明                   チーフアドバイザー/流域管理/森林火災 
  古川 数光                     灌漑農業 
 



第 2 章 終了時評価調査の方法 

 
2.1 評価設問と必要なデータ、評価指標 
本評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づき、プロ

ジェクト・デザイン・マトリックス(PDM)を用いた評価手法に則って実施した。2008 年 7 月

3 日に署名された PDM 第 2 版（PDM 2）のロジックおよび指標を基に、①プロジェクトの実

績、②プロジェクトの実施プロセス、③妥当性、④有効性、⑤効率性、⑥インパクト、⑥自

立発展性を測る評価設問を設定し、調査に必要なデータおよび情報源を特定し、評価グリッ

ドを作成した。 
なお、上記評価項目の定義は表 2-1 のとおりである。 
 
表 2-1 評価項目の定義 

評価項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義

妥当性

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニーズに
合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、被援助国および日本側の政策
との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である
ODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問
う視点。

有効性
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの
か（あるいはもたらされるか）を問う視点。

効率性
主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている
か（あるいはされるか）を問う視点。

インパクト
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視
点。この際、予期していなかった正・負の効果・影響を含む。

自立発展性
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見
込みはあるか）を問う視点。

出典：JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版） 
 
2.2 データ収集、分析方法 
具体的なデータ収集方法および評価手法は以下のとおり。 

2.2.1 事前準備 
評価に先立ち、プロジェクト関係文書（業務完了報告書及び進捗報告書を含む）に基づき、

評価のデザインとして評価グリッドを作成した。この評価グリッドに基づき、専門家チーム

にプロジェクトの投入実績に関する情報提供を依頼し、さらに、主としてプロジェクトの実

施プロセス・評価 5 項目に関する質問票を英語と西語で 4 種類（スール・フツーロ財団、環

境・自然資源省、村落住民、日本人専門家）ずつ作成し事前配布した。時間的制約から、す

べての回答を事前に回収することができず、翻訳及び回答の集計は評価分析現地入りしてか

らになった。 
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2.2.2 現地調査１（評価分析団員先行期間；11 月 2 日～11 月 9 日） 
まず、ドミニカ共和国側のプロジェクト・スタッフ及び専門家に対して、評価方法の説明

を行った。次に、上記質問票の回答をもとに、実施プロセスの確認と評価 5 項目に関する補

足情報を収集するために、ドミニカ共和国側の技術スタッフに対する個別インタビューおよ

び灌漑施設導入 4 村落におけるグループインタビューを行った。インタビューは、英語・西

語の通訳の補助を得て実施した。併せて、日本人専門家へのインタビューを行った。 
 
2.2.3 現地調査 2（調査団本隊合流後；11 月 10 日以降） 
第 1 回合同評価委員会（11 月 14 日）において、評価の方法について説明を行い、出席者

合意を得た上で、以後の調査を進めた。第 1 回合同評価委員会後にプロジェクト側からアウ

トプットごとのプレゼンを受けた後、技術スタッフへのインタビューを行った。 
既存資料、質問票回答、インタビュー結果、及び現地視察結果をもとに、日本側評価団が合

同評価報告書案をとりまとめた。第 2 回及び第 3 回合同評価委員会の 2 日間（11 月 18 日、

19 日）にわたる協議を経て、報告書案が最終化された。翌日の 11 月 20 日に開催された合同

調整委員会（JCC）において、合同評価チームから評価結果を発表し、協議議事録（ミニッ

ツ）として取りまとめ、署名・交換された。 
 
 
 



第 3 章 プロジェクトの実績 

 
3.1 投入実績 
3.1.1 日本側投入 
 専門家の投入は評価調査時点（2008 年 11 月）で、PDM version2 に従い、以下 6 分野（①

チーフアドバイザー/流域管理/森林火災、②参加型開発、③アグロフォレストリー、④灌漑

農業、⑤ＧＩＳ、⑥業務調整）において、計 6 名、46.89M/M（人・月）の専門家を投入した。

専門家派遣実績の詳細は表 3-1 のとおりである。 
 
表 3-1 専門家派遣および指導科目 

氏名 担当業務（分野） 期間
チーフアドバイザー/流域管理/森林火災 2006.05.01～2006.09.20

〃 2007.01.10～2007.03.02
〃 2007.05.07～2007.05.10
〃 2007.06.02～2007.08.15
〃 2008.01.08～2008.02.26
〃 2008.06.15～2008.09.04

参加型開発 2008.09.05～2008.11.13
チーフアドバイザー/流域管理/森林火災 2008.11.14～2008.12.21（予定）

（業務調整） 2006.05.01～2006.05.10
アグロフォレストリー 2006.05.11～2006.07.09

〃 2007.01.10～2007.01.24
（業務調整） 2007.01.25～2007.02.21

アグロフォレストリー 2007.04.26～2007.06.09
参加型開発 2006.05.01～2006.06.14

〃 2006.10.25～2006.12.08
〃 2007.08.26～2008.10.24

灌漑農業 2006.05.16～2006.08.10
〃 2006.09.14～2006.11.02
〃 2007.06.05～2007.08.09
〃 2007.10.17～2007.12.24
〃 2008.01.14～2008.02.12
〃 2008.05.20～2008.07.20
〃 2008.11.04～2008.12.21（予定）

宗像和規 GIS 2006.11.09～2006.12.08

古川数光

阿久津雄三

増井博明

市川澄夫

小林周一

 

  
また、研修員受入れに関し、本プロジェクトの投入としての C/P 研修として、2006 年度に

3 名、2008 年度に 2 名の計 5 名（表 3-2 No1-5）を受入れた。2 件の研修とも、研修テーマは

参加型森林管理分野であり、期間は 2 週間弱であった。その他、本プロジェクトの開始前で

ある 2005 年度には、森林管理及び農村開発に係る課題別研修に C/P が 3 名参加し、また、チ

リ及びアルゼンチンで実施された、持続的流域管理分野の第 3国研修にC/Pが 4名参加した。

研修員受入に係る内訳詳細は表 3-2 のとおりである。 
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表 3-2 研修員受入実績 

No. 研修員氏名 組織/役職 研修期間 研修テーマ 実施国

1
Ms. Evaydee P é rez
Sarraf

Ex-Executive
Director,
FSF

2006.9.24～10.7
Sutainable Watershed M anagement Project in
the Upp er Area of Sabana Yegua Dam 日本

2 Mr. Alberto Roa Howley

Manager of
Pacification
and
Evaluation,
FSF

日本

3
Mr. Luis Del Carmen Piñ
a Gómez

Local
Manager,
FSF PLC

日本

4 Mr.Ramón Santana

Manager of
Natural and
Agriculture
Resources,
FSF

日本

5 Elpidio Tineo
Ex-Local
Manager,
FSF PLC

日本

6 Yeison Félix*

Technician
of
Zone(Agrofo
restry), FSF
PLC

2008.11.24～

12.19
Rehabilitation of environment for sustainable
watershed management

チリ（第3
国研修）

7
Jorge De Los Santos
*&**

Technician
of
Zone(Agrofo
restry), FSF
PLC

2005.08.21～

11.19
Forest management 日本

8
Mr. Luis Del Carmen Piñ
a Gómez**

Local
Manager,
FSF PLC

2005.11.21～

12.15
Rehabilitation of environment for sustainable
watershed management

チリ（第3
国研修）

9 Mr. Oscar Valenzuela*

Ex-Manager
of Natural
and
Agriculture
Resources,
FSF PLC

2006.11.20～

12.15
Rehabilitation of environment for sustainable
watershed management

チリ（第3
国研修）

10 Ms. Julia McGuin**

Ex-
Technician
of plan, FSF
PLC

2005.09.13～

10.28
Training for Rural development in cooperation
with JICA-NGO 日本

11 Mr. Obispo Valenzuela*
Resp. of
Forest Zone

2006.10.09～

11.24
Regional forest guard for Latin america アルゼンチン

（第3国研修）

12 Mr. Carlos Silié**
Resp. of
Dept. of
Pacification

2005.08.09～

11.26
Sustainable forest management 日本

* 本邦で実施する課題別研修もしくは第3国研修（本プロジェクトにおける日本側投入としてカウントしない）

**本プロジェクト前に実施された研修（本プロジェクトにおける日本側投入としてカウントしない）

環境・自然資源省

スール・フツーロ財団

2008.4.13～4.27 Participatory  forest management

2007.2.26～3.13
M anagement of Forest conservation p roject,
income generation

 
 
供与機材に関し、主要費目は車両 2 台、トラック１台、バイク 3 名、PC3 台、GPS3 台、

その他周辺機器などである。機材等の使用状況、管理状況とも概ね良好である。ただ、GPS3
台のうち 2 台は故障しているが、残りの 1 台を最大限に運用し、目下プロジェクト活動に大

きな支障は出ていない。供与機材の詳細に関し、ミニッツ参考資料の Annex5 参照。 
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最後に、日本側負担のローカルコストは、これまで、約 RD$ 22,960,000（日本円で約 69,821
千円）が支出された。主要費目は、プロジェクト管理費として現地スタッフ雇用費、現地研

修費、消耗品代など、またアグロフォレストリーや環境教育等に関する資材費、灌漑関連費

である。特に灌漑関連費に関しては、簡易灌漑施設を導入した 4 村落において、現地再委託

による灌漑の工事や施工管理、灌漑関連資材の調達等も含まれている。詳細内訳はミニッツ

参考資料の Annex8 のとおり。 
 
3.1.2 ドミニカ共和国側投入 
 カウンターパート（C/P）に関し、FSF の PLC 支所の 8 名と SEMARENA の PLC 支所の 1
名の計 9名が配置されている。C/Pの詳細に関しては、ミニッツ参考資料のAnnex7のとおり。

C/P は大学卒業の技術者であり、経験や技術力の観点からは申し分ない。また C/P の配置に

ついては概ね問題ないが、ただ、C/P のいくつかは他のプロジェクトを掛け持ちしており、

時期によっては、多忙のため本プロジェクトへの参加が限定的になることがある。また灌漑

分野の C/P について、財団側の人事の都合上、C/P が不在の時期もあり、適切な技術移転が

できない時期があった。 
 また資機材に関し、財団はプロジェクトに対し、計画通り、事務所とその管理費が提供し、

その量、質とも問題なかった。加えて、プロジェクトの活動に必要な施設及び備品が提供さ

れた。 
 最後にドミニカ共和国側のローカルコスト負担として、合計約 RD$ 3,250,000（日本円で

約 9,882 千円）が支出された。その主な費目は、FSF 及び SEMARENA の人件費と管理費で

ある。詳細内訳はミニッツ参考資料の Annex8 のとおり。 
 
3.2 活動実績 
 プロジェクトの活動は、PDM version2 に示されているとおり、23 の活動で構成されている。

各活動の実績詳細に関しては、ミニッツ参考資料の Annex 2 Achievement Grid を参照。 
 
3.3 アウトプットの達成状況 
 各アウトプットの達成状況は以下のとおり。なお達成状況の詳細は、ミニッツ参考資料の

Annex 2 Achievement Grid を参照。 
3.3.1 アウトプット 1：自然環境／社会経済状況に関する情報整理 

アウトプット 1： 
対象村落の自然環境や社会経済状況に関する情報が整理される。 

指標： 
対象村落の自然環境や社会経済状況に関する報告書が作成される。 

 
プロジェクトの初年度（2006 年度）に対象 14 村落において、キーインフォーマントイン

タビューにより基本情報及び森林・流域管理に関する情報を把握した後、ベースライン調査

や簡易灌漑農業ポテンシャル調査、アグロフォレストリー実施状況調査等を実施し、その結
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果、対象村落における自然条件や社会経済条件、流域管理・森林資源関連情報、村落情報に

係る報告書が作成され，成果 1 の指標は終了時評価時点までに完全に達成された。 
 

3.3.2 アウトプット 2：森林保全に対する意識向上のためのアグロフォレストリー及び簡易

灌漑農業の導入 
アウトプット 2： 
森林保全全般に関する意識の向上を目的として、プロジェクトにおいて作成されるアグロ

フォレストリー年次計画及び簡易灌漑農業年次計画に沿って、アグロフォレストリー及び

簡易灌漑農業の適切な実行がスール・フツーロ財団及び環境・自然資源省の技術者により

導入される。 

指標： 
2-1. 簡易灌漑農業を導入したコミュニティで森林面積が 110ha 以上増加する。 
2-2. 焼畑を行う農家の数が 150 戸以上減少する。 
2-3. アグロフォレストリー50ha 以上実施される。 
2-4. 既存のアグロフォレストリー技術マニュアルが改定される。 

 
指標 2-1 の 110ha はプロジェクト開始後に簡易灌漑導入村落数について、プロジェクト内

で非公式に議論した際に９箇所程度と仮定したものに対応する植林面積である。その後 2007
年 8月の運営指導調査において対象を４箇所とすることを正式に確認し PDMVersion2に反映

したこと、また外部条件であるハリケーン等による灌漑事業の遅延を加味し目標数値を補正

すると、2009 年 3 月末までに植林すべき計画面積は 25ha となり、37ha の実績は目標を達成

していると解釈できる。 
しかしながら、度重なるハリケーンによる事業の遅延により、通水が遅れており、評価時

点で灌漑農業を開始していたのは Derrumbado の１村のみである。そのため、活動 2-10 の「簡

易灌漑型農業の技術指導を行う」、および活動 2-12 の「簡易灌漑農業導入による森林保全へ

のインパクトを分析する」についてはプロジェクト終了までに充分実施できてないことが明

らかであり、留意が必要である。簡易灌漑対象農民はほぼ完全に焼畑耕作を放棄した点を確

認し、指標 2-2 は達成された。指標 2-3 のアグロフォレストリー面積は活動開始の遅れ等に

より 32ha と目標の 64%に留まったが、C/P はすでに必要な技術を習得しており、アグロフォ

レストリー技術マニュアルを活用することで、本成果の達成に支障を与えないと予測される。

指標 2-4 については既存のアグロフォレストリー技術マニュアルの改訂（案）が作成されて

おり、2009 年３月までに完成する見込みである。   
以上のことから、本成果を構成する各活動は大方予定通り進捗しているものの、ハリケー

ンによる事業の遅れを原因として、プロジェクト終了までに灌漑農業における充分な営農指

導を実施するには至らないため、本成果の一部である「簡易灌漑農業の適切な実行が FSF の

技術者により導入される」ことは困難であり、本アウトプットの確実な達成は見込めない。 
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3.3.3 アウトプット 3：村落毎の造林年次計画に沿った活動、評価の実施 

アウトプット 3： 
スール・フツーロ財団及び環境・自然資源省の技術者が、対象住民のニーズを把握し、各

村落毎の植林計画に沿った活動、評価ができるようになる。 

指標： 
3-1. 造林計画に基づき造林が 110ha 以上実施される。 
3-2. 苗木生産計画に基づき苗木が 175,000 本以上生産される。 
3-3. GIS を利用した造林地管理簿が作成・更新される。 

 
指標 3-1 に関しては指標 2-1 で述べたとおり当初設定した目標には達しなかったが，植林

需要に応える SEMARENA および FSF の苗木生産システムは確立されており、今後も継続的

に実施されていく見込みである。指標 3-2 および 3-3 に関しては完全に達成された。 
 
3.3.4 アウトプット 4：森林火災の予防・消火体制強化 

アウトプット 4： 
対象地域において森林火災の予防・消火体制が強化される。 

指標： 
4-1. 住民による消防団が 4 以上結成される。 
4-2. 森林火災の発生件数が、1 年目に対して 40％以上減少する。 

 
全ての指標が達成された。消防団は簡易灌漑農業を導入した 4 村と、他の対象村落の 1 村

の合計 5 村で結成され、指標 4-1 の指標を上回る成果であった。森林火災のデータは県単位

ではあるものの、村落単位では存在しない点が今回の調査で判明した。しかしながら、全て

のプロジェクト関係者（森林管理事務所職員、FSF の C/P、対象地域の住民）にヒアリング

を行った結果、確実に森林火災が減少したと認識している。プロジェクトでのセミナー訓練

実施以外にも、環境・自然資源省および FSF では国家森林火災対策予防プログラムのもと、

森林火災防止セミナー、訓練を各地で毎年実施し，対象村の消防団員も多くが参加した。環

境・自然資源省は特に森林火災の予防と消化に関し、特別の高い関心を持っていることから、

今後もその継続が見込まれる。 
 
3.4 プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標の達成状況は以下の通りである。 

プロジェクト目標： 
スール・フツーロ財団及び環境・自然資源省パドレ・ラス・カサス森林管理事務所の関係

職員の流域管理に関する技術とプロジェクトを運営するための能力が向上する。 

指標： 
1. スール・フツーロ財団及びパドレ・ラス・カサス森林管理事務所職員の流域管理に関

する技術力とプロジェクトを運営するための能力が、プロジェクト開始時と比較して、
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20％以上向上する。 
2. 対象地住民のスール・フツーロ財団及びパドレ・ラス・カサス森林管理事務所の職員

に対する満足度が向上する。 

 
指標 1 に関しては，プロジェクト運営能力や流域管理技術の CD(Capacity Development)状況

を把握する CD シート（＊1）によれば、プロジェクト開始時の総合能力レベルが 67.1％であ

ったのが、2008 年 10 月には 93.7%と、26.6%向上しており、指標を達成している。しかしな

がら、その内容をカテゴリー別に見ると、ほとんどの項目で当初 C または B 評価であったも

のが、A に向上しているが、「簡易灌漑の導入」に関しては 2008 年 10 月の評価時点で 14
項目中 A と B が各々７つとなっており、未だ充分に CD が図られていないことが明らかとな

った。これは、C/P の配置が充分になされなかったことと、ハリケーンによって灌漑通水が

遅れ、その結果、灌漑農業の実践の機会を逸したことによると思われる。 
指標２に関しては，財団および森林管理事務所の全ての活動に対する住民の満足度は、簡易

灌漑農業組合員から、新たな灌漑農業に関する営農（市場戦略を含む）についての不安と継

続支援を強く要請された以外は、対象地域の事業受益農民からほぼ 100%満足との回答を得

た。灌漑農業については、上記指標１のとおり、未だ実践していない部分であり、満足度が

低いのは当然の結果と判断される。 
以上から、本プロジェクトは終了時点で灌漑農業関連部分（アウトプット 2 の一部）を除

き、ほぼプロジェクト目標を達成するものと考えられる。しかし、本プロジェクトで導入し

た簡易灌漑システムが地域の森林保全に寄与するかは、これら営農指導の成否に大きく委ね

られており、プロジェクト目標達成への大きな課題となっている。したがって、灌漑営農技

術については今後 2 回程度の乾季（12～翌年 4 月頃）を経る事で、必要な技術移転が完了す

ると想定されることから、1 年の協力延長を行うことで、本プロジェクト目標が達成される

と見込まれる。 
 
＊1 CD シートとは、本プロジェクトの実施に必要な C/P の各能力を「知識」、「技能」

および「態度」に分類し、それぞれについて評点（A～C）をつけ、CD の度合いを測るツー

ル。評点は日本人専門家リーダーとドミニカ共和国側のプロジェクトコーディネーターが中

心となり毎年度末に実施。 
 
3.5 上位目標の達成の見込み 

上位目標： 
スール・フツーロ財団及び環境･自然資源省の関係職員から技術指導を受けた地域住民が、

その技術を実践することにより、プロジェクト対象地域（Padre Las Casas の 14 村落）の

森林資源が適切に管理される。 

指標： 
2014 年までに対象地域の森林面積が 3％増加する。 

 
本プロジェクトで簡易灌漑農業を導入したのは 4 村、他方、アグロフォレストリーを導入

したのは 11 村（重複 2 村）であるが、財団ではすでに同様の目的を持つ他のプロジェクトに
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よる支援も行っており、本プロジェクトの正のインパクトが確認できず。ベースライン調査

（2006 年）によれば、対象地域の面積 12,272ha の内、森林面積は 1,912ha である。植林面積

だけで見ると、2006 年から 2008 年にかけてプロジェクトおよび FSF が他のドナーで対象地

域に植林した面積 68ha(1,081 タレア)は既に森林面積 3.6%増に寄与したことになる。今後、

FSF および SEMARENA によって植林地の維持管理を行うとともに、既存の森林の現状（増

減）を確認する必要がある（2 時点の衛星情報を比較しても植林木が判定できるのはある程

度成長したする 10 年程度であろうから、現状では困難）。 
現地住民の植林意識は高いうえ，新任の環境・自然資源省大臣が植林を第一優先戦略として

掲げ、実施のための予算増加を含めた実質的な準備を開始している。さらに，FSF も他のド

ナーの支援も含めてサバナ・イェグァ・ダム上流域全域で植林活動を継続している（対象地

域周辺では JICA 以外に 3 つのプロジェクトを実施している）ことから、上位目標達成への

途上にあることは確実であると言える。 
 
3.6 プロジェクトの実施体制 
 2006年4月のプロジェクト開始以降、表3-3の実施体制にてプロジェクトを展開している。

Project Director は SEMARENA 森林資源次省の次官が務め、プロジェクトの合同調整委員会

を主催する。また Project Manager は FSF 本部の局長が勤め、プロジェクト全般の運営と技

術面での責任を負う。本プロジェクトはパドレ・ラス・カサス市を対象としており、FSF 本

部のあるサントドミンゴ市から車で 3 時間程度の離れた地域で実施されているため、特に現

場に近い FSF の PLC 支所長の Project Coordinator の役割が大変重要である。一方、日本側の

専門家チーフアドバイザーは専門家チームの総括を行うとともに、FSF の PLC 支所および

SEMARENA の PLC 支所の C/P に対し必要な提言助言を実施し、技術支援を行った。プロジ

ェクトの実施体制は以下の表 3-3 のとおりである。 
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表 3-3 プロジェクトの実施体制  
 

 

その他のプロジェクト

GEFプロジェクト教育関係 JICAプロジェクト

アグロフォレ
ストリー部門

灌漑部門 植林部門 社会部門
GIS部門 GEFプロジェクト

活動部門

GEFプロジェクト
コーディネータ

教育部門
コーディネータ

村落開発
部門

教育・文化活動
部門

PALOMINO
プロジェクト

KELLOG
プロジェクト

小規模発電
プロジェクト

苗畑管理

経理

マイクトクレジット部門

Padre Las Casas　事務所長
（JICAプロジェクトコーディネータ）
(流域管理の統括）

Santo Domingo 本部

管理評議会(Consejo Directivo)

合同調整委員会
　　環境・自然資源省

　　スールフトゥーロ財団
　　JICA専門家チーム
　　JICAドミニカ事務所

プロジェクト実施委員会
　 環境・自然資源省

　　スールフトゥーロ財団
　　JICA専門家チーム

FSFのPLCのプロジェクト実施体制

 
 
3.7 プロジェクト実施プロセス 
 効果的にプロジェクトを実施するための決定機関として、2005 年 9 月に署名されたＲ/Ｄ
の中で、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee; JCC）を少なくとも年 1 回以上開催す

ることと定められた。実際には、2006 年度 2 回、2007 年度 2 回、2008 年度 1 回の計 5 回開

催された。 
 プロジェクト当初は、Project Coordinator の多忙により、日本人専門家とのコミュニケーシ

ョンが不十分であり、しばしば円滑なプロジェクト運営が阻害されるケースが見られたが、

2007 年 7 月の運営指導調査を通じ、週例会議の実施等の提言を行い、プロジェクトにおいて

毎週金曜日の週例会議の実施に加え、積極的な情報共有と意見交換を図った結果、少しずつ

日本人専門家と C/P 間の意思疎通が改善し、円滑なプロジェクト運営に貢献した。 
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第 4 章 調査結果 

 
4.1 評価 5 項目による評価結果 
評価 5 項目による評価結果は以下のとおり。なお、詳細結果については、ミニッツの添付

資料 Annex 3 Terminal Evaluation Grid of the Project を参照されたい。 
4.1.1 妥当性 
以下の評価結果より、プロジェクトの妥当性は極めて高いと判断される。 
焼畑や度重なるハリケーンによる被害で荒廃の進むサバナ・イェグァ・ダム上流域の持続

的流域管理は国家優先事項であり、その一部を担う本プロジェクトは、ドミニカ共和国の森

林政策の長期的展望や戦略を体現したプロジェクトといえる。さらに，森林回復は「環境保

全」、貧困削減対策は「人間の安全保障」の視点から、日本の援助方針とも整合している。

実施 C/P 機関であるスール・フツーロ財団は、プロジェクト対象 14 村が含まれるサバナ・イ

ェグァ・ダム上流域の持続的流域管理を国から委託されている。財団職員及び森林火災防止

関係を担当している環境・自然資源省パドレ・ラス・カサス森林管理事務所の関係職員の流

域管理に係わる技術および事業運営能力向上へのニーズは非常に高く、ターゲットグループ

の選定は適切であるとともに、ドミニカ共和国の環境分野の開発課題に対応する戦略として

も適切だった。 
プロジェクトの主な活動としては対象４村落に簡易灌漑施設を作り、住民の生計向上に資

する見返りとして、焼畑をやめ、灌漑面積の 3 倍の植林を住民に求めるという手法をとった。

そして、こうした活動の OJT を通して C/P の流域管理技術およびプロジェクト運営管理能力

の向上を図ることを目的とした。住民の間で灌漑敷設への要求は非常に高く、 アプローチと

しても適切であった。 
植林の必要性はいまや現地住民も理解しており、アグロフォレストリーの利用も国家およ

び地域の要請に合致している。また、環境・自然資源省の地域森林管理事務所と提携した森

林火災の予防･消火体制の強化は国家政策や地域のニーズに適合し、非常に適切であった。 
 
4.1.2 有効性 
以下の評価結果より、一部を除き、プロジェクトは概ね有効であると判断される。 
本プロジェクトはアウトプット産出のための活動と、それにより達成されたアウトプット

により一部を除きプロジェクト目標をほぼ達成した。プロジェクト目標の指標で定義された

C/P 職員 9 名（環境・自然資源省森林管理事務所員 1 名およびスール・フツーロ財団 8 名）

は、プロジェクトを通じて流域管理に関する技術とプロジェクトを運営するための能力を向

上させた。C/P および日本人専門家の評価によると、C/P 全員が簡易灌漑敷設以外の設定され

た項目について能力を向上させ、プロジェクト実施前ではできなかった、あるいは専門家の

関与がある程度ないとできなかったことが、プロジェクト終了後には専門家のサポートなし、

あるいは少ない関与でできるようになった。環境・自然資源省はスール・フツーロ財団が当

該プロジェクトを通じて技術・運営能力を向上させたことを評価し、今後も本プロジェクト

に係わる活動を継続するとしている。対象地住民の両機関に対する満足度も高まっている。 
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プロジェクト目標の達成は２年目以降の日本側とドミニカ共和国側の努力で、一定の成果

が見られてきた。しかしながら、本プロジェクトにおいて多数を占めるスール・フツーロ財

団の C/P が、その他のプロジェクトとの兼任により当該プロジェクトに十分な時間をさけな

かったり、簡易灌漑施設に係わる C/P が交代あるいは一時期不在となったりしたことが有効

性を減じる一因となった。さらに、度重なるハリケーンの影響（外部条件）で特に簡易灌漑

事業が遅延したため、C/P および住民にとっても経験の少ない乾季の灌漑営農指導（マーケ

ティングを含む）が充分できなくなったことから、アウトプット２の発現に遅れをもたらし、

それがプロジェクトの目標達成を阻害する要因となった。 
 
4.1.3 効率性 
以下の評価結果より、一部を除き、プロジェクトは概ね効率的に実施されている。 

 プロジェクト前半においては、専門家とドミニカ共和国側とのコミュニケーションと連携

が不十分であったため、人員配置が適切なタイミングで行われず活動が効率的に行われない

面があった。しかしながら、プロジェクト開始 2 年目には、両国側の運営改善にかかわる努

力で状況は大幅に改善された。終了時評価時までには、中間評価で変更された活動は概ねス

ケジュールどおりに行われた。日本側の投入は、量、質、あるいは派遣のタイミングに関し

ては、専門家の常駐を望む意見もあったが概ね適切と判断される。しかし、簡易灌漑につい

ては当初想定していたローカル NGO の活用が FSF の意向により出来なくなったことと、充

分な C/P の配置がなされなかったことにより、灌漑担当専門家活動の効率性が低下した。 
C/P の基礎能力は非常に高く、専門分野も灌漑分野を除き日本人専門家に対応してほぼ適切

であったが、灌漑担当 C/P に関してはその設置規模からして 2 名の配置が必要であった。活

動が多忙で OJT を中心としたものであり、座学が不足していた。これらが実現されていれば

より効率的な成果の達成が可能であったと思われる。 
 
4.1.4 インパクト（予測） 

評価結果より、以下のとおり、正のインパクトと負のインパクトの両方が予測される。 
 プロジェクト活動は他の支援組織の関心も呼び、副次効果として、森林消防隊のプロジェ

クト対象地域以外での結成に加え、FSF は既に新たなアグロフォレストリーデモファームの

設置や簡易灌漑の導入および土壌保全研修所の改修といった関連支援取り付けを実現し流域

内での事業の拡大を図っている。C/P および対象地域の住民からの聞き取りによれば、簡易

灌漑敷設に伴い対象村落に組織された灌漑組合により、組合員は政府機関や銀行、あるいは

NGO の支援を受けやすくなった。また、プロジェクトによる灌漑工事を目の当たりにして、

個人で灌漑敷設を試みる農民も現れている。簡易灌漑事業やアグロフォレストリー参加農民

は完全に焼畑を放棄しており、さらに森林火災防止に関する普及・啓発で、対象地区の小学

校をターゲットに絵画コンクールを定期的に催し、地域住民間での植林・防災に対する認識

を高める等の活動により、農民の森林保全、植林に対する動機付けは一層高まっており、今

後ハリケーン等の予期できぬ大災害がなければ、上位目標は達成される見込みである。 
外部条件である自然災害以外に、上位目標の達成を阻害する要因として、簡易灌漑適地の農

民は限られることから、同一村落や周辺地域で受益者に対する不満が懸念される。このため

受益農民の中には、水源により近い高地の貧困度の高い住民への何らかの支援を要請する者
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もいる。こうした状況を踏まえ、関係地域の住民を何らかの形で広くプロジェクトに巻き込

んでいく活動の工夫が求められる。 
 
4.1.5 自立発展性（見込み） 

以下より、自立発展性はきわめて高く、FSF による住民への技術支援は継続される見込み

である。 
(1) 政治・行政面 

現環境・自然資源省大臣は国家植林計画（the Plan Nacional Quisqueya Verde）の発案者であ

り、今後植林を全国的に、特にプロジェクト対象地域で強力に推し進めていく意向を表明し

ている。国家植林計画推進のための資金を国内外から期待し、来年度の SEMARENA の植林

予算も増加する事を期待している。この方針に従い、スール・フツーロ財団との協力関係を

強化する意向である。 
 
(2) 財務的側面 

本プロジェクトでは、財団が簡易灌漑事業を持続的に展開できるように、プロジェクトで

投入した灌漑の資材費相当分を受益メンバーが財団に返済することによって、新たな事業資

金を確保するリボルビングの仕組みを導入した。財団はこれまでも独自にマイクロクレジッ

ト事業を実施しており、資金の継続的な管理、運用面に於いても信頼性、安定性は高い。 
他方、灌漑受益農民は、返済義務を負うこととなる。農民からの聞き取りによれば、これま

でも住宅建設資金や教育資金等、同程度の借金と返済は経験しており、今回の負債も重荷で

はないとのことであったが、金利等を含む返済条件の設定と回収については、農民に過度の

負荷がかからないような配慮が必要である。 
また、大統領令および協定合意書に従って環境・自然資源省はスール・フツーロ財団に今後

9 年間の予算措置を予定している。さらに、財団はサバナ・イェグァ・ダム上流域の持続的

流域管理事業の実施資金を国際機関や民間企業等からも積極的に調達しており、環境保全に

かかわる世界の潮流や政府方針とあいまって、今後その予算は増加すると予想される。 
 
(3) 組織的側面 

スール･フツーロ財団は環境・自然資源省や農業省との強い繋がりを持ち、これらの省から

必要に応じて技術者の出向を得ている。そのため、省庁との連携活動もよく調整され問題な

く行うことができる。さらに、技術力を備えた C/P の安定雇用も財団方針であり、プロジェ

クトにより移転された技術の定着と効率的活用が見込まれるが、更なる展開を進めるために

は、ニーズに合わせた技術職員の増員が必要である。 
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(4) 技術的側面 

スール･フツーロ財団のプロジェクトの多くはサバナ・イェグァ・ダム上流域の持続的流域

管理と関連性があり、C/P は様々なプロジェクト任務の兼任により、当プロジェクトで習得

した能力を活用するとともに、更に業務の中でその能力を高めていくと見込まれる。ただし、

市場戦略を踏まえた乾季の灌漑営農技術については経験が乏しいことから、自立発展性を確

実なものとするためには更なる支援が必要である。 
一方で、地域住民の技術・事業運営管理能力は下記のようにいまだ発展途上にあり、財団お

よび環境・自然資源省の継続的支援が必要である。 
 
a) 簡易灌漑施設の維持管理 
灌漑農業組合は簡易灌漑施設の設置工事を通じて組織能力を向上させたが、今後は水利用

管理能力、維持管理能力、財務能力、栽培技術力、資金調達力、生産物販売能力などをさら

に備える必要がある。 
 
b) 簡易灌漑農業技術 

簡易灌漑の導入により市場を視野に入れた集約農業が可能となるが、住民にその経験は無

く、栽培技術や市場戦略を含めた作付・出荷技術および農家経営についての指導が今後重要

となる。 
 
c) アグロフォレストリー 
集約農業が実現すれば焼畑から定置農業へ移行するため、農地の土壌保全対策はさらに重

要となる。アグロフォレストリーが定着するためには、住民に便益をもたらすと理解される

ことが不可欠である。現在はすでに能力ややる気の高い農民を選択してデモファームを整備

し、コアとなる農民を育てつつ周辺の関心のある農民への自然波及を狙ったアプローチであ

るが、今後はデモファームでの OJT に、より多くの住民を積極的に巻き込み、その中からや

る気のある人材を育てていくような、開かれた普及活動が求められる。 
 
d) 植林 
プロジェクトを通じて住民参加による植林事業に必要な合意形成プロセスは確立されつつ

あり、引き続き継続される見込みである。今後は大土地所有者からの植林用地の確保、樹種

ニーズへの対応、啓発などを継続的に行うとともに、既存の植林地の保育指導も必要となる。 
 
e) 森林火災防止活動 

灌漑農業組合メンバーを中心とした森林火災消防団をはじめとする地域住民は、森林火災

防止や住民参加による初期消火の重要性を認識しており、活動は継続的に行われると考えら

れる。しかしながら、定期的な講習・訓練活動によりその技術更新のための支援を続ける必

要がある。 
 
(5) プロジェクトの自立発展性に影響を与える要因 
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灌漑水を用いての集約農業経営から利益が生み出され、リボルビングファンドが返済され、

他村へ簡易灌漑農業が導入されれば事業の継続性への大きな促進要因となる。 
一方で、プロジェクト期間中に被ったようなハリケーンをはじめとした自然災害が頻発すれ

ば、事業の継続性は阻害される。 
 
4.2 貢献・阻害要因の総合的検証 
4.2.1 計画内容に関するもの 

本案件の上位目標達成に必要な植林は、地域住民によってそれだけではインセンティブに

なりにくく、本プロジェクトにおいては、対象 4 村落に簡易灌漑施設を作り、住民の生計向

上に資する見返りとして、焼畑をやめ、灌漑面積の 3 倍の植林を住民に求めるという手法を

とった。住民の間で灌漑敷設への要求は非常に高いため、 本手法を採用したアプローチは適

切であり、貢献要因と言える。また、本プロジェクトでは、財団が簡易灌漑事業を持続的に

展開できるように、プロジェクトで投入した灌漑の資材費相当分を受益メンバーが財団に返

済することによって、新たな事業資金を確保する「リボルビングファンド」の仕組みを導入

した。財団はこれまでも独自にマイクロクレジット事業を実施しており、資金の継続的な管

理、運用面に於いても信頼性、安定性は高く、このような仕組みは財務面の自立発展性の観

点からは有効な一手段といえる。ただ、「リボルビングファンド」を継続的に展開するには、

灌漑施設が導入された村落メンバーが灌漑水を利用した灌漑農業により収入を増やし、リボ

ルビングファンドの条件に従って、財団へ返済していくことが前提条件となる。灌漑農業関

連（アウトプット 2 の一部）に関しては、まだ本格的な営農指導まで至っておらず、今後の

重要な課題となる。 
 
4.2.2 実施プロセスに関するもの 
 プロジェクト前半においては、専門家とドミニカ共和国側とのコミュニケーションと連携

が不十分であったため、人員配置が適切なタイミングで行われず活動が効率的に行われない

面があった。しかしながら、プロジェクト開始 2 年目には、週例会議の実施等、両国側の運

営改善にかかわる努力で状況は大幅に改善された。終了時評価時までには、中間評価で変更

された活動は概ねスケジュールどおりに行われた。 
 一方、阻害要因としては、財団側の事情で特に灌漑農業分野の C/P が交代あるいは一時期

不在となったり、また灌漑施設の設置に関し、当初想定していたローカル NGO の活用が FSF
の意向により出来なくなったこととが原因で、灌漑農業に係る技術指導が効果的に実施でき

なかった。さらに、度重なるハリケーンの影響（外部条件）で特に簡易灌漑事業が遅延した

ため、C/P および住民にとっても経験の少ない乾季の灌漑営農指導（マーケティングを含む）

が充分できなくなったことから、アウトプット 2 の発現に遅れをもたらし、それがプロジェ

クトの目標達成を阻害する要因となった。 
 
4.3 結論 
本プロジェクトは、国家レベルの政策および日本の ODA 政策、対象地域のニーズの観点

から妥当性が極めて高い。またプロジェクト・デザインの観点から、実施 C/P 機関であるス
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ール・フツーロ財団は、サバナ・イェグァ・ダム上流域の持続的流域管理を国から委託され

た NGO であり、プロジェクトの継続性からも、ターゲットグループの選定は適切であった。 
しかし、有効性については、度重なるハリケーンの影響（外部条件）で特に簡易灌漑事業が

遅延したため、C/P および住民にとっても経験の少ない乾季の灌漑営農指導（マーケティン

グを含む）が充分できなくなったことから、アウトプット 2 の発現に遅れをもたらし、それ

がプロジェクトの目標達成を阻害する要因となった。 
効率性については、プロジェクト前半においては、専門家とドミニカ共和国側とのコミュ

ニケーションと連携が不十分であったため、人員配置が適切なタイミングで行われず活動が

効率的に行われない面があった。しかしながら、プロジェクト開始 2 年目以降の、両国側の

運営改善にかかわる努力で状況は大幅に改善され、効率性は確保された。 
インパクトについては、すでに FSF が流域内でプロジェクトの経験を生かした新たな活動を

展開し始めたり、住民の環境保全に対する意識が向上するなど正のインパクトが発現してい

る。 
また、環境・自然資源省及び FSF の自立発展性については、政策面、財政面、技術面にお

いて確保されており、FSF が技術職員の増員に更に努めるのであれば、自立発展性は極めて

高いと考える。 
 
 



第 5 章 提言・教訓 

 
5.1 提言 
 これまでの評価結果を踏まえ、評価チームはプロジェクト目標を確実に達成すべく、以下

の提言を行う。 
5.1.1 プロジェクト終了までの提言 
(1) 簡易灌漑農業の実施 
簡易灌漑施設を導入した 4 村落において、灌漑の維持管理能力強化および市場戦略を含め

た灌漑営農技術習得のため、乾季における簡易灌漑農業を実施すること。このために、アウ

トプット 2 の当該部分の活動について 1 年間の延長を行い、この間の乾季 2 回の灌漑営農指

導を通じて C/P の能力を強化すること。 
 
(2) 人員の増員 

FSF は C/P、特に基礎的技能を有した簡易灌漑農業分野の職員を速やかに増員すること。 
 
(3) リボルビングファンド 

JICA は４村落の簡易灌漑事業資材費として合計 10,027,000 ペソを支出した。この経費は今

後、各灌漑受益者が FSF との契約に基づき利子を加えて全額 FSF に返済される。 
このため、FSF は本資金を計画的、効果的に運用するため、プロジェクト終了までに今後 10
年間のリボルビングファンド回収計画と回収資金による新たな簡易灌漑事業の実施計画案を

策定し、FSF と JICA 事務所の間で、「リボルビング資金の活用に関する覚書」を取り交わ

すこと。 
 
(4) 灌漑施設の安全管理 

Las Lagunas に設置した貯水池の周囲に、水難事故を防止するための防護柵や看板を早急に

設置すること。 
 
(5) アグロフォレストー 
アグロフォレストリーについては、特に土壌浸食を防止させる手法をより積極的に取り入

れること。 
 
5.1.2 プロジェクト終了後への提言 
(1) 簡易灌漑農業 

今後も継続的に灌漑農業を展開していくためには、灌漑農業組合のメンバーによる灌漑施

設の維持管理が必要である。そのためには、財団は灌漑メンバーに対し、灌漑水の利用管理

能力や灌漑施設の維持管理能力、財務能力、栽培技術力、資金調達力、農産物販売能力等の

向上を目指した指導を行うこと。 
 
(2) アグロフォレストリー 
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アグロフォレストリーが定着し、より多くの農民に裨益するように、デモファームの拡大

に加え、普及啓発の方法を検討すること。 
 
(3) 植林 
 植林事業に関する住民との合意形成プロセスを継承しつつ、今後も継続的に植林が実施さ

れるために、大土地所有者を巻き込んだ植林用地の確保と植林ニーズへの対応、既存の植林

地の保育指導を行うこと。 
 
(4) 森林火災防止活動 
 住民の森林火災防止のための技術が更新されるよう、定期的な講習や訓練活動を行うこと。

また森林火災防止は流域全体で取り組む活動であるため、プロジェクト対象村落以外へ活動

を拡大すること。 
 
(5) モニタリング 

上記(1)～(4)の各事業の状況や植林の状況を把握するために適切な頻度でモニタリングを

行うこと。 
 
5.1.3 供与機材の維持管理 
 環境・自然資源省と FSF はそれぞれ、日本側から供与された機材を適切に維持管理し、そ

の有効活用を図ること。 
 
5.1.4 環境・自然資源省のFSFへの支援 

環境・自然資源省は引き続き政策面、資金配賦や人的支援等で、FSF の活動を支援するこ

と。 
 
5.1.5 リボルビングファンド 

FSF は JICA との「リボルビング資金の活用に関する覚書」に基づき、適切な資金回収と

灌漑事業への再投資を継続的に行うこと。 
 
5.1.6 更なる予算と人員の確保を目指した他機関との連携 

FSF は流域におけるプロジェクトの活動を展開するために、更なる予算と人員の確保に努

めること。そのためには既に実施しているように、他ドナーやＧＥＦ等の国際機関、ケロッ

グ財団等の民間企業、ローカル NGO 等の他の関係機関からの支援取り付けや連携を強化す

るとともに、各事業が流域全体の保全のために、効果的、有機的に結びつくように配慮する

こと。 
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5.2 教訓 
5.2.1 プロジェクト目標と活動の関連性の強化 
プロジェクト目標が C/P の流域管理に関する CD であり、そのためのツールとしてアグロ

フォレストリーや簡易灌漑農業が導入され、さらにそれをインセンティブとして植林や森林

火災防止活動を行った。CD は OJT を中心に行ない、概ね目標値に近い達成度であったが、

各専門技術の習得には講義形式の理論に関する研修がより多く行われていればより効率的だ

ったのではないかと思われる。 
 
5.2.2 インセンティブ事業の手段としての適切性 
対象村落において、住民の主体性を引き出しながら簡易灌漑農業やアグロフォレストリー

の導入をインセンティブとして植林活動や焼畑放棄を合意形成するアプローチは、地域住民

による自然資源管理の具体的な手法として効果的な戦略である。 
 
5.2.3 国際協力プロジェクトでのコミュニケーションと相互理解の重要性 

C/P 側と日本人専門家側で、構想、進め方、灌漑やアグロフォレストリーの規模、実施方

法等、多くの面で意見の相違があった。特に、立ち上げ時には C/P と十分協議し実態調査を

行い共通認識の上に基本構想を固めることが重要である。 
 
5.2.4 参加型プロジェクトにおける合意形成、オーナーシップの重要性 
合意形成はされていても、合意後住民からは様々な要求が行われたり、参加住民が少なか

ったりした。これは、住民との合意形成、参加意識・オーナーシップが醸成していなかった

ことが原因で、それらに時間をより注ぐ必要があった。また、意識の醸成は、多くの投入を

したからと言って得られるものでもなく、ある程度の時間が必要である。従って、プロジェ

クトスケジュールには柔軟性があることが望ましい。 
 
5.2.5 適切な物質的援助の重要性 
村落住民を対象とした他のプロジェクトにおいて、過剰な物質的援助を行った結果、住民

の多くは援助慣れをしていたが、適正な物質的援助を行った本プロジェクトを通じ、対象住

民の主体性が醸成された。以上の経験より、住民に対する過剰な物質的援助は、自立発展性

に負の影響を及ぼすと言え、プロジェクトデザインの段階では、住民自身が自らの問題に気

づき、問題を解決する能力の向上を視野に入れつつ、また発展の方向性やそのためのプロセ

スを考えることが重要である。 
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